
2024年度以降入学生用　常磐大学　総合政策学部　法律行政学科　履修系統図（図形式）【ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーと各授業科目の対応関係】

建学の精神 実学を重んじ真摯な態度を身につけた人間を育てる。

教育理念 自立・創造・真摯

学科の教育研究上の目的

１年次 ２年次 ３年次 ４年次

1.法律・行政に関する基礎的知識を身に
つけ、社会の実態を広い視野から理解す
ることができる。（知識・理解）

2.法制度と行政をめぐる様々な現代的
問題について、論理的思考に基き、適切
な対応を提案することができる。（思考・
判断）

4.社会に貢献するための、法的思考能力
（リーガルマインド）と政策立案能力を備
えている。（技能）

（５）「ゼミナールⅠ・Ⅱ」では、学生それぞれの関心・問題領域
に応じた専門知識を深めるとともに議論・意見交換の仕方
を学ぶためグループワークやディスカッションを取り入れた
授業を行います。また「卒業論文Ⅰ～Ⅲ」では、大学の学びの
集大成として、政策提案のできる研究テーマを設定し、課題
の検証、政策立案等の実践的な能力を身につけるための授
業を行います。

ゼミナールⅠ ゼミナールⅡ
卒業論文Ⅰ

卒業論文Ⅱ
卒業論文Ⅲ

リスク社会論
刑法Ⅱ
犯罪学
刑事政策
被害者学
警察法
防衛法
少年法

消防の法と理論
消費者法
危機管理政策
社会安全政策演習Ⅰ
社会安全政策演習Ⅱ
社会安全政策演習Ⅲ 3.安心・安全な社会の実現に向けて主体

的に取り組む姿勢と、多面的総合的に判
断する公平性を身につけている。（態度）

（４）学科専攻科目のうち社会安全分野では、基本法律科目
を踏まえ、犯罪情勢や地域の防犯・防災活動など社会安全に
関連する幅広い科目の授業を通じて、地域を守るための論
理や取組の考え方を身につけるための教育を行います。社
会安全政策に係る実務の現場に触れて学ぶ「社会安全政策
演習Ⅰ～Ⅲ」では、効果的な社会安全政策の実現に向け提言
できるような能力を身につけます。

防災概論（消防と防災）

卒業の認定に関する方針
（卒業認定・学位授与の方針、ディプロマ・ポリ

シー）

学
士
の
学
位
授
与

法的思考能力（リーガルマインド）を基礎として、法
制度を理解し、安心・安全な社会の実現のために活
動している諸機関において活躍できる人材を養成
します。

(

2

)

　
実
　
施
　
方
　
針

（１）学部共通科目では、大学で学ぶための基本的な技能と知
識を身につけるための教育を行います。

学びの技法Ⅰ・Ⅱ
統計の基礎
情報の処理Ⅰ・Ⅱ
総合政策入門
英語Ⅰ～Ⅳ
キャリア形成と大学

英語Ⅴ・Ⅵ

民法Ⅱ
行政法Ⅰ
民事訴訟法
刑事訴訟法
国際法
政治制度
国際政治
地方自治論
基礎ゼミナール

（３）学科専攻科目のうち法律行政分野では、基本法律科目
の応用科目と社会の実態に即して法学を体系的・発展的に
学修する科目の授業を通じて、社会の問題を解決するため
の論理的・合理的な考え方を身につけるための教育を行い
ます。また、インターンシップなどを通じて法律および行政に
関する実務について学ぶ「法律行政実務演習Ⅰ～Ⅲ」では、
プレゼンテーションおよびコミュニケーションスキルを身につ
けるための教育を行います。

憲法Ⅱ
民法Ⅲ
商法Ⅰ・Ⅱ
労働法
行政法Ⅱ
政策法務論
外国法

民法Ⅳ
国際私法
法制史
法律行政学特論
法律行政実務演習Ⅰ
法律行政実務演習Ⅱ
法律行政実務演習Ⅲ

（1）リーガルマインドを基礎とし、正義感を身につけて、主として安全・安心な社会の実現のために活動している諸機関において活躍できる人材を養成する。
（2）多様な法制度を基礎として、更にリーガルマインドの形成に必要な法制度の理解を深め、学んだ知識を実社会において活用できる能力の涵養に向けた教育研究を行う。

教育課程の編成及び実施に関する方針
（教育課程編成・実施の方針、カリキュラム・ポリシー）

（1）編成方針
ディプロマ・ポリシーで明示した学修成果を実現するため、法律行政分野、
社会安全分野の2つの専門分野で学科専攻科目を編成します。

法律行政学概論
法学原論
憲法Ⅰ
民法Ⅰ
刑法Ⅰ
政治学原論
行政学
自治体経営論
経済学原論
哲学概論
倫理学概論

（２）学科専攻科目のうち学科基本科目では、法学・公法・私
法・刑事法の原論および政治学・行政学・地方自治論の基礎
的科目の授業を通じて、法律および行政の学びの考え方と
方法を身につけるための教育を行います。また、「基礎ゼミ
ナール」では、グループでの議論・意見交換を通じて、互いに
協力して課題解決に取り組む協働力を身につけるための教
育を行います。

授業科目



2024年4月現在

常磐大学　総合政策学部　学部共通科目　履修系統図（表形式）【ディプロマ・ポリシーと各授業科目の対応関係について】

ュ

ー

＜SDGsの17のゴールとの関連＞

MAA
-101

2 1 概論

【2023年度以前適用カリキュラム】　常磐大学　総合政策学部　経営学科　履修系統図（表形式）【ディプロマ・ポリシーと各授業科目の対応関係について】

MAA
-101

2 1 概論

MAA
-102

2 1 ③⑧

学修の到達目標とディプロマ・ポリシーの関連（学修成果の
ために、●=特に強く求められる事項、◎=強く求められる事
項、○=望ましい事項）
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サブタイトル／テーマ
授業科目の主題

 （授業科目の中心となる題目・問題・ テーマ等）
学生の学修目標

（到達目標）

1.法律・行政に関
する基礎的知識
を身につけ、社会
の実態を広い視
野から理解するこ
とができる。（知
識・理解）

2.法制度と行政を
めぐる様々な現代
的問題につい
て、論理的思考
に基き、適切な対
応を提案すること
ができる。（思考・
判断）

3.安心・安全な社
会の実現に向け
て主体的に取り
組む姿勢と、多面
的総合的に判断
する公平性を身
につけている。
（態度）

4.社会に貢献す
るための、法的思
考能力（リーガル
マインド）と政策
立案能力を備え
ている。（技能）

＜SDGsの17のゴールとの関連＞
概論：SDGｓの概念や考え方を学ぶ
①：貧困をなくそう
②：飢餓をゼロに
③：すべての人に健康と福祉を
④：質の高い教育をみんなに
⑤：ジェンダー平等を実現しよう
⑥：安全な水とトイレを世界中に
⑦：エネルギーをみんなにそしてクリーンに
⑧：働きがいも経済成長も
⑨：産業と技術革新の基盤をつくろう
⑩：人や国の不平等をなくそう
⑪：住み続けられるまちづくりを
⑫：つくる責任つかう責任
⑬：気候変動に具体的な対策を
⑭：海の豊かさを守ろう
⑮：陸の豊かさも守ろう
⑯：平和と公正をすべての人に
⑰：パートナーシップで目標を達成しよう

LAD
-112

法律行政学概論
講
義

2 1

法律行政学科の学びの核となるのは「法律」「行政」「社会安
全」の３つの領域であり、本講義は、それぞれの領域から研
究・実務にかかわる視点より実像を学ぶことをその主眼とす
る。体系的な学修に入る前提として、全体を鳥瞰し現代社
会が抱える問題にも個別に言及しながら、研究と実務の両
面から法律行政学科の学びのファーストステップを踏み出
すことをこの講義のねらいとする。

（１）法律行政学科の学びの基本が理解できる。
（２）法律行政学科の主要な学びの一領域である「法律」に
ついて、理論と実務の両面から理解できる。
（３）法律行政学科の主要な学びの一領域である「行政」に
ついて、理論と実務の両面から理解できる。
（４）法律行政学科の主要な学びの一領域である「社会安
全」について、理論と実務の両面から理解できる。

● ◯ ◯ ◯

LAD
-111

法学原論
講
義

2 1 ○

本科目は，社会の諸問題を把握し、その解決策を提示でき
る思考の基本を構成する「法学」を概説的に学ぶ科目であ
る。基本的には法的思考のスタートラインとして、法学の意
義・体系、法解釈等を学んだ上、法律行政学科で開講され
る各法分野の導入・基本部分を学習し、今後の履修計画を
イメージできるようにするとともに，ビジネス関連法や租税・
社会保障法等将来の社会で活用できる知識・能力を身につ
けることを狙いとする。

（１）法の体系とそれぞれの思考法、理念、原則が理解でき
る。
（２）各法制度の基本的理解をもとに，固有の問題につい
て，事例と関連させながら理解し，紛争解決のための結論を
導くことができる。
（３）法制度の現状を理解し，それが課題解決の手段として
どのように機能しているかを理解し，政策の立案・提言により
社会に貢献できる実践的な能力を備える。

● ● ● ● ①③⑯

LAD
-121

憲法Ⅰ
講
義

2 1 ○
憲法の仕組みを理解
する

本科目は，国内法の最高規範であり，すべての法制度の基
礎にあたる日本国憲法を概説的に学習する。特に憲法Ⅰで
は，立憲主義や憲法の役割といった憲法総論，国会・内閣
や地方自治など統治機構論，そして人権の理念や分類，個
別の人権の基礎的理解をめざす人権総論および人権各論
の一部を扱う（憲法Ⅱでは判例を中心とする人権各論およ
び司法権，憲法訴訟を扱う）。

（１）立憲主義の発展に照らして，憲法の歴史的意義を確認
するとともに，憲法の特徴や内容，社会における役割を理解
できる。
（２）主権や代表民主制，権力分立についての基礎的な理
解とともに，統治機構の仕組みについて理解できる。
（３）人権保障の問題について，現在進行形で生じている諸
問題につき，憲法学の視点から分析し，一定の意見や解決
策を導くことができる。

● ● ● ● ⑤⑩⑯

LAD
-131

民法Ⅰ
講
義

2 1 ○

私たちの生活を規律する民法について学修する。民法は１
０５０条という膨大な数の条文から成る法律である。民法は
①総則、②物権、③債権、④親族、⑤相続の５編で構成さ
れるが、本講義では、①総則と②物権を取り上げ解説する。

（１）民法総則および物権法に関する基本的な知識を身に
つけることができる。
（２）民法総則および物権法の知識を用いて、身近な法律問
題を解決できる。

● ● ◯ ◯

LAD
-132

民法Ⅱ
講
義

2 2 ○

私たちの生活を規律する民法について学修する。民法は１
０５０条という膨大な数の条文から成る法律である。民法は
①総則、②物権、③債権、④親族、⑤相続の５編で構成さ
れるが、本講義では、③債権を取り上げて解説する。

（１）債権法に関する基本的な知識を身につけることができ
る。
（２）債権法の知識を用いて、身近な法律問題を解決でき
る。

● ● ◯ ◯ ⑧

LAD
-141

刑法Ⅰ
講
義

2 1 ○

この授業では、刑法の中でも刑法総論と呼ばれる領域につ
いて講義する。刑法総論という学問領域は、刑法の規定の
中でも犯罪の一般的な成立要件に関する事項及び刑罰に
関する事項について定めたものを対象とし、具体的には刑
法第1条から第72条までが対象となる。刑法総論は概して抽
象的な議論が多いが、この授業では出来る限り事例を取上
げながら、わかりやすく講義することを心がけることとする。
刑法総論は出来れば1年間かけて学ぶ方が望ましいが、こ
の授業は半年で学ぶことになるので、基本的な事項に限定
して概説することとしたい。

（１）受講生が、刑法総論に関する基本的知識を身につけ、
論理的思考ができるようになること。
（２）受講生が、マスコミ等で報道されている事件等について
刑法の観点から考察できるなど、社会の実態を広い視野か
ら理解することができるようになること。
（３）受講生が、刑法とは犯罪者を処罰するためだけではな
く、人権保障のための法律でもあるなど、多面的総合的に
理解できるようになること。

● ● ●

LAD
-221

行政法Ⅰ
講
義

2 2 ○
～行政の基本となる法
律をまず勉強しよう！

行政法の概観、担い手である行政組織、様々な行政行為の
形式とそれらが現実の法政策でどのように活用され機能し
ているか等を中心に説明します。
 講義の冒頭でその週で起きた行政関係のトピックスを説明
し、それに引き続く講義では、基本的な論点を説明した後
に、受講生に意見を述べてもらったり、全員での課題の議
論、検討、レポートの発表会などを取り入れた受講生参加
型の形で進行します。公務員試験等にも対応できるような演
習問題の検討も併せて行います。

（１） 私たちの生活と行政主体との接点に位置して機能する
「行政法」の理解を通じて、職業人としての職務遂行の基本
である「問題を把握したうえで、自ら対応を考え、それを文
書で表現し、説明し、理解を得る」といった一連の思考・行
動様式を身に付けることができるようになる。
（２）法律とは何か、行政とは何か、その二つが結びついた
形で国民に向けてどのような行政活動が行われているのか
を検討するので、それを理解しして、自分の考えで問題点
や現状、解決方法を説明出来るようになる。

● ◎ ○ ◎

LAD
-241

刑事訴訟法
講
義

★
2

2 ○

この授業では、刑事訴訟法と呼ばれる法律を中心にこれに
関連する法令も一部取上げながら、刑事司法手続について
概説することとする。刑法が犯罪と刑罰について定めた法
律(「実体法」と呼ばれる)であることに対して、刑事訴訟法は
犯罪の発生した際の捜査から刑の執行までの一連の手続を
定めた法律(「手続法」と呼ばれる)ものである。捜査や逮捕、
起訴などの言葉をニュース等で聞いたことがあるかと思う
が、これらはすべて刑事訴訟法に規定がある。この授業で
は出来る限り事例を取上げながら、わかりやすく講義するこ
とを心がけることとする。刑事訴訟法は出来れば1年間かけ
て学ぶ方が望ましいが、この授業は半年で学ぶことになるの
で、捜査に関する事項を中心に基本的な事項に限定して概
説することとしたい。

（１）受講生が、刑事訴訟法の基礎を身に着け、論理的思考
力が出来るようになること。
（２）受講生が、マスコミ等で報道されている事件等について
刑事訴訟法の観点から考察できるなど、社会の実態を広い
視野から理解することができるようになること。
（３）受講生が、刑事訴訟法とは犯罪者を処罰するためだけ
ではなく、人権保障のための法律でもあるなど、多面的総合
的に理解できるようになること。

● ● ● ◎

LAD
-232

民事訴訟法
講
義

★
2

2 ○

市民生活において発生するトラブルを解決する手段である
民事手続について概説する。民事訴訟法だけでなく，民事
執行・民事保全・倒産手続について概観し，さらに相対交
渉や調停，仲裁といった裁判外の紛争解決手続（ADR）に
ついても学ぶことで，将来，金融や保険業界などの民間企
業で，または，公務員として働くために必要な知識や実践
的な問題解決能力を修得する。

（１）民事手続の全体像を理解し，紛争解決の仕組みを理解
する。
（２）民事訴訟法に関する基本部分につき，制度趣旨を踏ま
えて理解することができる。
（３）民事訴訟法の仕組みを学ぶことで，問題解決のための
思考力や交渉力を身につける。

● ● ◯ ◎ ⑯

LAD
-251

国際法
講
義

2 2 ○
国際社会における法の
支配

本講義では、国際社会を規律する法である国際法の基本を
学ぶ。国際社会とは何か、国際法とは何か、国際社会にお
いて法の支配は存在するのかといった基本的な問題を検討
し、更に、現実の国際社会の動きに即して、国際法がいか
なる役割を果たしているのかを学ぶ。

（１）国際法の基本的な用語や概念について正しく説明する
ことができる。
（２）国際社会の出来事について、国際法の観点から解説す
ることができる。

● ◎ ○ ⑯

LAD
-161

政治学原論
講
義

2 1 ○

新聞をめくってみると政治面は経済面や社会面、スポーツ
面よりも前に掲載されている。これはそれだけ読者（＝人々）
が政治に対して高い関心を寄せていることの現れであろう。
しかしその反面、「政治とは何か」と聞かれて明確に答えら
れる人は多くない。はたして政治はどのようなメカニズムで
動いているのだろうか。この講義ではそんな政治の世界を
考えるためのツールである「政治学」について講義する。

（１）政治を分析するための諸概念や諸理論について理解
し、現在進行形の政治的事象に対し学生自らが考え、自分
自身の意見を述べることができる。
（２）政治・経済に関する基礎的知識を身に付け、各分野に
おける政策形成の過程を理解していくことを目標とする。 ◎ ● ◎

LAD
-261

政治制度
講
義

2 2 ○

当科目は法律行政学科の基本科目のうち政治に関する必
修科目である。
具体的には、「政治学」に関する基礎知識の一つとして、近
現代のわが国および各国における政治制度の歴史的展開
を中心に論ずる。

（１）近現代の日本および各国の政治制度の歴史的展開に
ついて学ぶことにより、法制度と行政をめぐる様々な現代的
問題について、論理的思考に基き、適切な対応を提案する
ことができることを目標とする。 ●

LAD
-262

国際政治
講
義

2 2 ○

国際政治学の基本的な分析枠組みについて学び、国際社
会で起こる個別的事象を国際政治学の分析枠組みに基づ
いて説明する能力を養います。また、公務員試験等にも出
題される近代以降の世界史の知識を体系的に整理し把握
します。

（１）国際政治学の基本的な特徴を説明できる。
（２）国際政治学の理論について説明できる。
（３）近代以降の国際政治史に関する基本的な知識を体系
的に把握できる。
（４）国際政治学の分析枠組みを用いて個別の事象を説明
できる。

● ◎ ◎ ◎ ⑯

LAD
-162

行政学
講
義

2 1 ○

教養・知識の獲得、問題解決能力、法的・論理的思考力の
育成に関連する内容の必修科目である（教職・高校「公民」
必修科目）。

（１）絶対王政下のフランスなどにおける重商主義の展開、ま
た近現代の日本、イギリスにおける近代化政策の展開など
を主な題材として、行政・政府の役割の変化の歴史と現状
について学び、その実態や課題について広い視野から理
解することを目標とする。
（２）1980年代以降の「新自由主義」「小さな政府」など行政・
政府の役割の変化とその課題について、論理的思考に基く
適切な対応を提案できることを目標とする。

● ●

LAD
-222

地方自治論
講
義

2 2 ○

地域社会や自治体の
問題を制度的側面から
理論的に考えてみよ
う！

地方自治制度の基本概念を説明するとともに，受講生の関
心の所在も考慮しながら，地方自治の時事問題についても
数多く解説していきます。
講義の冒頭にその週で起きた地方自治・行政関係のトピッ
クスを説明し、それに引き続く講義では、基本的な論点を説
明した後に、受講生に意見を述べてもらったり、グループで
の検討・レポートの発表会などを取り入れた受講生参加型
の形で進行します。

（１）我が国の行政の枢要な主体である自治体と市民生活の
基盤をなす地方自治の法制度とその機能の実態の理解を
深めたうえで、問題点を把握し、理想とする姿を探求する視
点を養うことをねらいとします。
（２）地方自治の現場で何が起きていて、その法律問題はど
のように描写・解決できるのかという実践的な観点から考察
し，地方自治に関して自らの考えで多角的な議論や提案が
できるようになることを目指します。

● ◎ ○ ⑪

LAD
-122

自治体経営論
講
義

2 1 ○

自治体の行政運営の
あり方を実地に理解す
る～多くの自治体職員
の講義を通じて、自治
体行政を体感する！

自治体がどのように運営されているのか、どのように政策が
実施されているのか、そして自治体職員がどのような活躍を
しているのかなどを、自治体職員を招いて、授業を展開して
いきます。
多くの関係自治体の職員が様々なテーマで講義を行い、学
生と意見交換することは、画期的なものであり、現実の実務
に即した形で「行政学」そして、政策立案としての「立法技
術」を学んでいきます。
就職先として自治体を検討している学生においては、自治
体を理解するうえで極めて効果的なものとなると思われま
す。

（１）現実の自治体行政が、自治体職員の手でどのように展
開されているのかを十分に理解することができるようになる。
（２）自分が目指す自治体職員像がイメージできるようにな
る。
（３）現実の自治体行政の課題と今後の展開について自分
なりに考えて指摘できるようになる。 ● ◎ ●
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学修の到達目標とディプロマ・ポリシーの関連（学修成果の
ために、●=特に強く求められる事項、◎=強く求められる事
項、○=望ましい事項）
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サブタイトル／テーマ
授業科目の主題

 （授業科目の中心となる題目・問題・ テーマ等）
学生の学修目標

（到達目標）

1.法律・行政に関
する基礎的知識
を身につけ、社会
の実態を広い視
野から理解するこ
とができる。（知
識・理解）

2.法制度と行政を
めぐる様々な現代
的問題につい
て、論理的思考
に基き、適切な対
応を提案すること
ができる。（思考・
判断）

3.安心・安全な社
会の実現に向け
て主体的に取り
組む姿勢と、多面
的総合的に判断
する公平性を身
につけている。
（態度）

4.社会に貢献す
るための、法的思
考能力（リーガル
マインド）と政策
立案能力を備え
ている。（技能）

＜SDGsの17のゴールとの関連＞
概論：SDGｓの概念や考え方を学ぶ
①：貧困をなくそう
②：飢餓をゼロに
③：すべての人に健康と福祉を
④：質の高い教育をみんなに
⑤：ジェンダー平等を実現しよう
⑥：安全な水とトイレを世界中に
⑦：エネルギーをみんなにそしてクリーンに
⑧：働きがいも経済成長も
⑨：産業と技術革新の基盤をつくろう
⑩：人や国の不平等をなくそう
⑪：住み続けられるまちづくりを
⑫：つくる責任つかう責任
⑬：気候変動に具体的な対策を
⑭：海の豊かさを守ろう
⑮：陸の豊かさも守ろう
⑯：平和と公正をすべての人に
⑰：パートナーシップで目標を達成しよう

常磐大学　総合政策学部　法律行政学科　履修系統図（表形式）【ディプロマ・ポリシーと各授業科目の対応関係について】
学修の到達目標とディプロマ・ポリシーの関連（学修成果の
ために、●=特に強く求められる事項、◎=強く求められる事
項、○=望ましい事項）
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LAD
-211

基礎ゼミナール
演
習

2 2 ○

この授業では、全学共通科目の「学びの技法Ⅰ」、「学びの
技法Ⅱ」での学修をさらに発展させ、グループワークを取り
入れながら、ゼミナールでの学修や社会で働く際に必要不
可欠な文章読解力の養成と、プレゼンテーション能力の向
上を図ります。
本授業は、教員と学生の双方向で展開するラーニングアク
ティビティを重視した授業です。

（１）法律行政学科の専攻に関わる平易な論説を、内容を読
み取り、まとめることができる。
（２）自分の伝えたい内容を他者に伝えるために、適切な資
料を作成し、聴衆の前でわかりやすくプレゼンテーションを
行うことができる。
（３）課題遂行のために、グループで他者と議論しつつ協力
することができる。

○ ● ｖ

LAD
-223

憲法Ⅱ
講
義

2 2 ○
人権保障の仕組みを
理解する

本科目は，人権保障につき，判例を精読しながら学習する
科目であり，人権の分類に従い，各人権規定における権利
の保障意義や射程，判例の考え方を身につけるとともに，判
例の思考の前提となっている憲法訴訟のあり方について，
裁判所・司法権の問題とともに解説する。内容上は憲法Ⅰと
連続しており，公務員試験や法律系の試験で重点的に出
題される部分でもある。

（１）人権保障の歴史的意義とその内容を踏まえて，各人権
の保障をめぐる法的問題について重要判例をもとに理解で
きる。
（２）人権保障についての基本的理解をもとに，現代社会が
直面する新たな人権問題について応用的に考える能力，と
りわけ，憲法尊重擁護義務を負う公務員にも必要な思考を
身につけることができる。
（３）ジェンダー平等や国際的人権保障の視点も踏まえつ
つ，社会的弱者を救済する現代立憲主義の理念をもとに，
多様な価値観を前提とする社会を形成する重要性を理解で
きる。

● ● ● ①③⑤⑩⑯

LAD
-331

民法Ⅲ
講
義

2 2 ○

私たちの生活を規律する民法について学修する。民法は１
０５０条という膨大な数の条文から成る法律である。民法は
①総則、②物権、③債権、④親族、⑤相続の５編で構成さ
れるが、本講義では、④親族、⑤相続のいわゆる家族法を
取り上げて解説する。

（１）民法の家族法に関する基本的な知識を身につけること
ができる。
（２）家族法の知識を用いて、身近な法律問題を解決でき
る。

● ● ◯ ◯ ⑪

LAD
-332

民法Ⅳ
講
義

2 3 ○

民法I〜Ⅲで独立して学修した総論・物権法，債権法，家族
法を総合的に扱い，それぞれの関係性について理解を深
めることを本講義の目的とする。例えばお金の貸し借りには
つきものである，担保物権（物権法）と，保証契約（債権法）
というように，身近な法律問題のなかでも民法各編に跨がる
論点を検討することが必要となる場合がある。そうした問題
に対応できるため，民法学修の集大成として，ケーススタ
ディや問題演習を交え，実践的な問題解決能力を修得す
る。

（１）民法各編の基本部分について十分に理解できる。
（２）身近な事例を通して，民法の知識をもとに法的問題を
解決できる。

◎ ● ◎ ●

LAD
-233

商法Ⅰ
講
義

2 2 ○

商法、とくにここでは会社法の基本原則について学修する。
会社法は2005（平成17）年に大幅な改正を受け、従来商法
の中に置かれていた会社に関する規定が会社法という独立
の法律となった。会社法の中でも特に重要なのは株式会社
であるので、株式と機関についてはとくに重点的に学習す
る。日本経済新聞の新聞記事、ニュース映像なども活用し
ながら多方面から商法・会社法の基本を理解する。

（１）商法・会社法の全体像が理解できる。
（２）会社の意義について法的側面から理解できる。
（３）時事問題的な側面から商法・会社法が理解できる。
（４）各種検定試験に必要な商法・会社法の基本が理解でき
る。 ● ◎

LAD
-234

商法Ⅱ
講
義

2 2 ○

「商法Ⅰ」で学修した内容を基本として、ビジネス実務法務
検定試験、法学検定試験、宅建士試験、行政書士試験、中
小企業診断士試験などの各種検定試験、国家試験問題な
どを活用しながら多方面から商法・会社法の基本を理解し、
実践的、応用的な知識を修得する。

（１）商法・会社法の全体像が理解できる。
（２）会社の意義について法的側面から理解できる。
（３）時事問題的な側面から商法・会社法が理解できる。
（４）各種検定試験に必要な商法・会社法の基本が理解でき
る。

● ◎

LAD
-235

労働法
講
義

2 2 ○

労働法は、個別労働者と使用者との関係を規律する個別的
労働法である「雇用関係法」、労働組合と使用者あるいは使
用者団体との関係を規律する集団的労働法である「労使関
係法」、失業者等の雇用機会を保障することを目的とした労
働市場法である「雇用保障法」から構成される。この講義で
はそのような労働法の基本を学習する。日本経済新聞の新
聞記事、ニュース映像、各種検定試験問題なども活用しな
がら多方面から労働法の基本を理解する。

（１）労働法の全体像が理解できる。
（２）労働法の意義について法的側面から理解できる。
（３）時事問題的な側面から労働法が理解できる。
（４）各種検定試験に必要な労働法の基本が理解できる。

● ◎ ⑧

LAD
-224

行政法Ⅱ
講
義

2 2 ○
行政法を使って社会を
動かす（練習をしてみ
よう）！

行政法の概観、担い手である行政組織、様々な行政行為の
形式とそれらが現実の法政策でどのように活用され機能し
ているか等を中心に説明します。
講義の冒頭でその週で起きた行政関係のトピックスを説明
し、それに引き続く講義では、基本的な論点を説明した後
に、受講生に意見を述べてもらったり、全員での課題の議
論、検討、レポートの発表会などを取り入れた受講生参加
型の形で進行します。公務員試験等にも対応できるような演
習問題の検討も併せて行います。
行政法Ⅱでは、行政法Ⅰで行政法の基本概念を理解したう
えで、行政上の目的の実現方法、実効性の確保、行政手
続、国家補償、行政不服審査、行政事件訴訟等の各論を

（１）行政法Ⅰに比べかなり専門的な領域に入っていくが、
理解することで行政や方のあり方が自分の知識となることが
実感できることを目的とします。
（２）新聞やテレビで触れるような行政の問題について、行政
法的な観点から、何が課題になっているのか、どのような状
況が望ましいのか、解決方法はなにか等について、自分の
考え方を論理的に述べることができるようになることを目標と
します。

◎ 　 　 ●

LAD
-226

政策法務論
講
義

2 2 ○

自治体と公務員の制
度、そして政策テーマ
としての環境法、まち
づくり、条例論を学ぶ

この講義では、特に地方自治、自治体、自治体職員に焦点
を当てて、法制度や法務運用がどのような局面で行われて
いるのかを学びます。テーマとしては特に政策的な法務とし
て重要な側面を持つ「環境法」「まちづくり」「条例論」の運用
の観点からのものをメインとします。
また、自治体職員がどのように法務実務を行っているのか、
そのための制度的環境はどのようになっているのかといった
公務員制度的な側面も学びます。
講義の冒頭でその週で起きた行政関係のトピックスを説明
し、それに引き続く講義では、基本的な論点を説明した後
に、受講生に意見を述べてもらったり、全員での課題の議
論、検討、レポートの発表会などを取り入れた受講生参加
型の形で進行します。公務員試験等にも対応できるような演
習問題の検討も併せて行います。

（１）地方自治制度、公務員制度がどのように形作られてい
るか、そしてそれが現実にどのように運用されているのか
を、自分の考えで整理・発言できるようにします。
（２）そして、地方自治、特に環境問題に関心を持ち、自治
体職員など公共の職務がどのように行われているのかに深
い理解を持てるようにします。

● ◎ ○

LAD
-252

国際私法
講
義

2 3 ○

国際的な取引や国境を越えた婚姻、養子縁組を行う際に、
どの国の法が適用されるのか、紛争が生じた場合の裁判管
轄権などについて学ぶ。
社会の実態に即して、法学を体系的・発展的に学修する科
目である。

（１）取引法、家族法などの分野における渉外事件につい
て、基本的な問題点を説明できる。
（２）取引法，家族法などの法制度をめぐる様々な現代的問
題について、論理的思考に基づき、適切な対応を提案する
ことができる。

● ○

LAD
-253

外国法
講
義

2 2 ○

この科目は，特定の国の法制度を学ぶことで，日本法と比
較し，日本法と外国法の双方の理解を深めることを目的とす
るいわゆる「比較法」の授業である。すなわち，世界の法の
分類、外国法を学ぶ意義、比較法の方法論を解説しつつ，
特定の国の法制度，統治制度を概説する。履修者の興味
関心に応じて，外書講読の方法を取り入れる場合がある。

（１）日本法を客観的に理解することができる。
（２）国際社会で生起する諸問題について、比較法的な視
点から自分で考えかつ説明することができる。
（３）変容する社会の諸問題を国内法に囚われない柔軟な
思考で捉え、諸外国の実践を参考にしつつ多面的な視野
で判断し、課題発見、課題解決に取り組む能力を身につけ
ることができる。

● ○

LAD
-311

法制史
講
義

2 3 ○

古代から現代にいたる世界の法の発展を、当時の社会や法
文化との関連で考察する。
法律に関連する専門的知識を習得するための科目であり、
また、社会の実態に即して、体系的・発展的に学修する科
目である。

（１）世界史的視野で法そのもの及び日本の法を客観的に
理解することができる。
（２）変容する社会の諸問題を柔軟な思考でとらえ、多面的
な視野で判断し、課題発見、課題解決に取り組むことができ
る。
（３）法制度と行政をめぐる様々な現代的問題について、論
理的思考に基づき、適切な対応を提案することができる。

● ○ ○

LAD
-113

法律行政学特論
講
義

2 1

法律行政学科の学科専攻科目で学修してきたこと前提に、
基礎知識を踏まえたうえでの応用を身につけることを本講義
のねらいとする。最先端の事例を引用しながら高度な専門
知識を研究、実務の両面から理解することを目指して、さま
ざまな事象を取り上げることにより、より具体的・個別的に専
門性を身につけていく。

（１）学科専攻科目で学んだことを前提として、その応用を理
解できる。
（２）最先端の事例に触れることで、新しい学問による対応方
法を身につけることができる。
（３）法律実務の具体例に触れることにより、より現実的な解
説方法を身につけることができる。 ● ◯ ◯ ◯

LAD
-312

法律行政実務演習Ⅰ
演
習

★
2

3 ○

選択必修の演習科目である。法律行政に関する教養・知識
の獲得、問題解決能力、法的・論理的思考力に関連する演
習科目として、法律・行政分野における応用力を獲得するこ
とをこの科目の目標とする。
演習Ⅰでは専門知識を前提としたプレゼンテーションを実
践し、アクティブラーニングによる学修の基本を身につける。

（１）1・2年次の諸科目における学修内容と、「法律・行政」へ
の理解とを結びつけて理解できる。
（２）法律・行政に関する様々な現代的問題について、論理
的思考に基く適切な対応を提案できることを目標とし、同演
習Ⅱ（インターンシップ）への準備をする。

● ◯ ● ●
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サブタイトル／テーマ
授業科目の主題

 （授業科目の中心となる題目・問題・ テーマ等）
学生の学修目標

（到達目標）

1.法律・行政に関
する基礎的知識
を身につけ、社会
の実態を広い視
野から理解するこ
とができる。（知
識・理解）

2.法制度と行政を
めぐる様々な現代
的問題につい
て、論理的思考
に基き、適切な対
応を提案すること
ができる。（思考・
判断）

3.安心・安全な社
会の実現に向け
て主体的に取り
組む姿勢と、多面
的総合的に判断
する公平性を身
につけている。
（態度）

4.社会に貢献す
るための、法的思
考能力（リーガル
マインド）と政策
立案能力を備え
ている。（技能）

＜SDGsの17のゴールとの関連＞
概論：SDGｓの概念や考え方を学ぶ
①：貧困をなくそう
②：飢餓をゼロに
③：すべての人に健康と福祉を
④：質の高い教育をみんなに
⑤：ジェンダー平等を実現しよう
⑥：安全な水とトイレを世界中に
⑦：エネルギーをみんなにそしてクリーンに
⑧：働きがいも経済成長も
⑨：産業と技術革新の基盤をつくろう
⑩：人や国の不平等をなくそう
⑪：住み続けられるまちづくりを
⑫：つくる責任つかう責任
⑬：気候変動に具体的な対策を
⑭：海の豊かさを守ろう
⑮：陸の豊かさも守ろう
⑯：平和と公正をすべての人に
⑰：パートナーシップで目標を達成しよう

常磐大学　総合政策学部　法律行政学科　履修系統図（表形式）【ディプロマ・ポリシーと各授業科目の対応関係について】
学修の到達目標とディプロマ・ポリシーの関連（学修成果の
ために、●=特に強く求められる事項、◎=強く求められる事
項、○=望ましい事項）
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LAD
-313

法律行政実務演習Ⅱ
演
習

★
2

3 ○

選択必修の演習科目である。教養・知識の獲得、問題解決
能力、法的・論理的思考力に関連する演習科目として、法
律・行政分野における応用力を獲得することをこの科目の目
標とする。
法学演習Ⅰで学んだ知識・理解を踏まえて、自治体や民間
企業にインターンシップにより実地に学び、そこから得た考
え方・知見をプレゼンの形で報告する授業である。

（１）同演習Ⅰでの学修内容を、インターンにおいて有効に
応用できる。
（２）特に、現実に起きている課題を十分に認識して、論理
的思考・法的思考を機能させて、政策立案・課題解決の道
筋を示すことができる。

● ◯ ● ●

LAD
-314

法律行政実務演習Ⅲ
演
習

★
2

3 ○

選択必修の演習科目である。教養・知識の獲得、問題解決
能力、法的・論理的思考力に関連する演習科目として、法
律・行政分野における応用力を獲得することをこの科目の目
標とする。
同演習Ⅱで体験したインターンシップの内容をプレゼンt－
ションするとともに、時事問題の修得をねらいとした新聞を
活用した演習も予定している。

（１）同演習Ⅰ・Ⅱでの学修内容と、「法律・行政」への理解と
を結びつける。
（２）同演習Ⅰ・Ⅱでの学修成果をふまえて、法律・行政に関
する様々な現代的問題について、論理的思考に基く適切な
対応を提案できることを目標とし、「実践のための考察・提
言」に昇華する。 ● ◯ ● ●

LAD
-271

リスク社会論
講
義

2 2 ○

ウルリヒ・ベックが現代社会を「リスク社会（危険社会）」と形
容してから40年近い歳月が経った。科学技術の著しい発展
により、われわれの生命に不可逆的な脅威をもたらすリスク
（危険）は増加の一途を辿っている。「リスク（危険）から身を
護るには、どうすれば良いか」ということは、私たちの大きな
関心事である。本講義では、ベックのリスク社会論を概観し
つつ、犯罪や災害といった各論的テーマを取り上げ、それ
らにどう向き合っていけば良いのか、考察を行うこととする。
また、その中で、安全を確保する基盤たる地域社会のあり方
についても、模索していきたい。

（１）受講生が、リスク社会論に関する基本的知識を身につ
け、論理的思考ができるようになること。
（２）受講生が、実際に発生した犯罪や災害等についてリス
ク社会論の観点から考察できるなど、社会の実態を広い視
野から理解することができるようになること。
（３）受講生が、犯罪や災害等のリスクを軽減するための方
策について考え、エビデンスに基づいた考察を通じて、安
心・安全な社会の実現に向けて主体的に取組むための基
礎を身につけることができるようになること。

● ● ● ◎ ➉⑪⑯

LAD
-242

刑法Ⅱ
講
義

2 2 ○

この授業では、刑法の中でも刑法各論と呼ばれる領域につ
いて講義する。刑法各論という学問領域は、刑法の規定の
中でも個別具体的な犯罪の成立要件に関する事項につい
て定めたものを対象とし、具体的には刑法第77条以下が対
象となる。刑法各論は刑法総論に比べると具体的な議論が
多いが、その一方で扱う条文数は格段に増加する。この授
業では、出来る限りわかりやすく講義することを心がけること
とする。刑法各論も刑法総論同様に出来れば1年間かけて
学ぶ方が望ましいが、この授業は半年で学ぶことになるの
で、基本的な事項に限定して概説することとしたい。

（１）受講生が、刑法各論に関する基本的知識を身につけ、
論理的思考ができるようになること。
（２）受講生が、マスコミ等で報道されている事件等について
刑法の観点から考察できるなど、社会の実態を広い視野か
ら理解することができるようになること。
（３）受講生が、刑法とは犯罪者を処罰するためだけではな
く、人権保障のための法律でもあるなど、多面的総合的に
理解できるようになること。

● ● ● ◎

LAD
-272

犯罪学
講
義

2 2 ○

本講義では、犯罪学の基礎的な事項について概括的に説
明する。犯罪学については、その定義について様々な見解
が存在するが、この授業では、犯罪対策論(刑事政策)を除
いた部分、すなわち犯罪原因論や犯罪現象論に限定して
取上げることとする。

（１）受講生が、犯罪学の基礎を身に着け、論理的思考力が
出来るようになること。
（２）受講生が、マスコミ等で報道されている事件等について
犯罪学の観点から考察できるなど、社会の実態を広い視野
から理解することができるようになること。
（３）受講生が、犯罪統計を参照した上で犯罪の現状につい
て考え、エビデンスに基づいた考察を通じて、安心・安全な
社会の実現に向けて主体的に取組むための基礎を身につ
けることができるようになること。

● ● ● ◎ ⑩⑪

LAD
-243

刑事政策
講
義

2 2 ○

「刑事政策」及び「犯罪学」と呼ばれる学問分野には様々な
定義が存在するが、広義（もしくは最広義）には、犯罪現象
論や犯罪原因論とともに、犯罪対策論を含めて研究する学
問である。
本講義では、犯罪対策(狭義の「刑事政策」と呼ばれる学問
分野をいう)について概観するものであり、刑事制裁一般と
犯罪者処遇の諸問題とに分けて説明することとする。

（１）受講生が、刑事政策の基礎を身に着け、論理的思考力
が出来るようになること。
（２）受講生が、マスコミ等で報道されている事件等について
刑事政策の観点から考察できるなど、社会の実態を広い視
野から理解することができるようになること。
（３）受講生が、刑罰制度等の在り方について考え、エビデ
ンスに基づいた考察を通じて、安心・安全な社会の実現に
向けて主体的に取組むための基礎を身につけることができ
るようになること。

● ● ● ◎

LAD
-273

被害者学
講
義

2 2 ○

犯罪や様々な事故、災害の発生など、「被害者」という視点
は、現代社会において極めて重要な意義を持つようになっ
てきており、また、それに伴い、被害者に対する支援の重要
性及びニーズはますます高まりつつある。本講義では、犯
罪被害者を念頭に、被害者学及び被害者支援とは何か、ま
た、そこで求められるものは何かなど、より具体的に「被害
者」について考察を行う。「被害者」という視点を通じ、「犯罪
とは何か」、さらに、「これからの社会のあるべき姿」など、より
考えを深めて行ってもらいたい。

（１）受講生が、被害者学の基礎を身に着け、論理的思考力
が出来るようになること。
（２）受講生が、マスコミ等で報道されている事件等について
被害者学の観点から考察できるなど、社会の実態を広い視
野から理解することができるようになること。
（３）受講生が、安心安全な社会の実現に向けて主体的に
取り組むことが出来るようになること。

● ● ● ◎

LAD
-274

警察法
講
義

2 2 ○

教養・知識の獲得、問題解決能力、法的・論理的思考力の
育成に関連する内容の科目である。具体的には、警察に関
する法制度、警察行政の歴史を中心に論ずる

（１）警察の歴史と現状について学び、その実態を広い視野
から理解することを目標とする。
（２）警察をめぐる様々な現代的問題について、論理的思考
に基く適切な対応を提案できることを目標とする。
（３）安心・安全な社会の実現に主体的に取り組む姿勢、総
合的に判断する公平性を身に付けることを目標とする。

● ● ● ●

LAD
-371

消防の法と理論
講
義

2 3 ○

本講義は、社会安全分野の学科専攻科目として、地域
社会の安全・安心を確保する上で必須の消防力、消防
組織、消防関連法令等を学んでいく。消防機関が行う
予防行政について、その制度と果たしている役割を理
解するために、自治体消防現場の責任者の講義、現地
視察等を取り入れるとともに、消防安全等を含めた消
防関係法令を体系的に講義し、将来の消防組織の担い
手を目指す学生や地域の安全体制に関心を寄せる学生
がその職業的な役割や重要性等を十分に理解できるよ
うに授業を展開していく。あわせて救命講習を学ぶこ
とで救命に関する基本スキルも身につける。

（１）この国の消防行政に関する法や制度について理解でき
る。
（２）消防に関する様々な問題について、実務面から理解で
きる。
（３）消防施設の視察を通じてその現場を理解できる。
（４）救命講習を学ぶことで救命に関する基本スキルを身に
つける。

○ ○ ● ○

LAD
-275

防衛法
講
義

2 2 ○

憲法・行政法・国際法や政治学を基礎としつつ，社会安全，
とりわけ災害対策，安全保障に関連した法制度について学
修する。災害時および武力紛争事態において、警察や消防
と軍事組織がどのように役割分担をするものであるか、また
赤十字協定などの国際法で禁じられている事柄にはどのよ
うなことがあるかを講じる。さらに現在日本の法体系では、自
衛隊はどのように位置づけられるのか（政府の憲法解釈を
含む）、またどのような関係法令が未整備であるか、等々に
ついて講じ、法律・政治・行政にまたがる問題を理解する。
この授業の主対象は、自衛官志望者ではない。むしろ、警
察官や消防・防災関係を志す学生、あるいはその他の人道
活動に関連する進路を志望する学生である。

（１）この授業の主対象は、自衛官志望者ではない。むしろ、
警察官や消防・防災関係を志す学生、あるいはその他の人
道活動に関連する進路を志望する学生である。文民／文官
が、軍事・防衛という問題に直面した時に弁えておかなけれ
ばならない諸原則を理解できるようになることが到達目標で
ある。
（２）関連する法律・行政に関する基礎的知識を身につけ、
社会の実態を広い視野から理解することができるようにな
る。
（３）関連する法律・行政等への理解を通じ、関連する諸問
題で活躍する素地を身に付ける。

◎ ◎ ● ◎ ⑯

LAD
-244

少年法
講
義

2 2 ○

この授業では、最初に少年法の理念や非行少年の類型に
ついて説明した後に少年非行の現状について概観する。そ
の上で非行発見から少年に対する処分についての手続を
一般の刑事手続との相違も説明しながら概観する。少年法
は非行少年に対応するための基本となる法律であるが、児
童福祉法や少年院法等も少年法に関連する法律であるの
で、必要に応じて取上げることとする。

（１）受講生が、少年法に関する基本的知識を身につけ、論
理的思考ができるようになること。
（２）受講生が、マスコミ等で報道されている事件等について
少年法の観点から考察できるなど、社会の実態を広い視野
から理解することができるようになること。
（３）受講生が、合理的な根拠を示すことなく「少年法は甘い
法律である」などの主張をすることなく、何故に成人と少年で
は適用される法律が異なるのかについて把握した上で、批
判すべきは批判するなど、多面的総合的に理解できるよう
になること。

● ● ● ◎ ③

LAD
-333

消費者法
講
義

2 3 ○

消費者法という問題領域の中で中心的な位置を占める特定
商取引法、消費者契約法及び製造物責任法を取り上げ解
説する。消費者法を理解するためには民法と行政法の知識
が必須なので、これらの科目をあらかじめ履修していること
が望ましい。本授業では、社会の実態に即して、消費者法
全般を体系的・発展的に学修し、実践的な問題解決能力を
修得すべく講義する。

（１）消費者法全般に関する基本的な知識を身につけること
ができる。
（２）消費者法の知識を用いて、身近な法律問題を解決でき
る。 ● ◎ ● ◎

LAD
-276

危機管理政策
講
義

3 2 ○

本科目では、自然災害や人的災害への対策における、市
民や行政組織の役割について取り上げる。危機管理の最
大の目的は「命を救う」ことにある。社会がいかにして災害に
備え、効果的な対応を行い、迅速な復旧へとつなげていく
のかについて、制度と運用の両面から学んでいく。

（１）危機管理に関する基礎的な知識を身に着けることがで
きる。
（２）危機管理についての知識を用いて、危機管理の事例に
ついて客観的に論じることができる。 ○ ○ ● ○

LAD
-171

防災概論（消防と防
災）

講
義

2 1 ○

1995年の阪神・淡路大震災、2011の東日本大震災をはじめ
とした各種の経験が示すように、災害大国である日本にお
いて災害は、いま、そこにある危機である。この授業では、
災害発生後の被災・復旧・復興それぞれの段階で何が行わ
れているのかを災害研究の知見および事例から解説し、組
織や地域住民の対応やその問題点について理解するととも
に、災害への社会的対応としての防災・減災について考え
る。

（１）この授業は、「安心・安全な社会の実現に向けて主体的
に取り組む姿勢と、多面的総合的に判断する公平性を身に
付けている」能力を涵養することを目的とする。
（２）災害を社会学および周辺領域の視点から捉え、災害発
生・被災から復旧・復興、防災に至る時間的経過とそのメカ
ニズムおよびこれらに関わる組織・集団の機能について理
解する。
（３）防災・減災の具体的あり方およびその制度的背景を学
ぶと共に、問題点や課題について考察できるようになる。
（４）災害行動や災害情報の特性を理解し、災害・防災に対
する具体的な対応策を提案できるようになる。

● ● ◎

社

会

安

全

分

野
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サブタイトル／テーマ
授業科目の主題

 （授業科目の中心となる題目・問題・ テーマ等）
学生の学修目標

（到達目標）

1.法律・行政に関
する基礎的知識
を身につけ、社会
の実態を広い視
野から理解するこ
とができる。（知
識・理解）

2.法制度と行政を
めぐる様々な現代
的問題につい
て、論理的思考
に基き、適切な対
応を提案すること
ができる。（思考・
判断）

3.安心・安全な社
会の実現に向け
て主体的に取り
組む姿勢と、多面
的総合的に判断
する公平性を身
につけている。
（態度）

4.社会に貢献す
るための、法的思
考能力（リーガル
マインド）と政策
立案能力を備え
ている。（技能）

＜SDGsの17のゴールとの関連＞
概論：SDGｓの概念や考え方を学ぶ
①：貧困をなくそう
②：飢餓をゼロに
③：すべての人に健康と福祉を
④：質の高い教育をみんなに
⑤：ジェンダー平等を実現しよう
⑥：安全な水とトイレを世界中に
⑦：エネルギーをみんなにそしてクリーンに
⑧：働きがいも経済成長も
⑨：産業と技術革新の基盤をつくろう
⑩：人や国の不平等をなくそう
⑪：住み続けられるまちづくりを
⑫：つくる責任つかう責任
⑬：気候変動に具体的な対策を
⑭：海の豊かさを守ろう
⑮：陸の豊かさも守ろう
⑯：平和と公正をすべての人に
⑰：パートナーシップで目標を達成しよう

常磐大学　総合政策学部　法律行政学科　履修系統図（表形式）【ディプロマ・ポリシーと各授業科目の対応関係について】
学修の到達目標とディプロマ・ポリシーの関連（学修成果の
ために、●=特に強く求められる事項、◎=強く求められる事
項、○=望ましい事項）

授

業

科

目

の

区

分

LAD
-315

社会安全政策演習Ⅰ
演
習

★
2

3 ○
社会安全政策に係る
基礎知識の修得

この授業は、個人情報の取扱い、国際人道法、地域社会レ
ベルでの犯罪予防などの社会安全政策に係る諸問題につ
いて受講生自らが考察及び提言する前段階として、社会安
全関連の学問研究及びこれに基づく実践の現状をできる限
り正確に理解することを目的としたものである。具体的には、
受講生を3グループに分け教員3名が各5回を担当するオム
ニバス形式で授業を実施する。

（１）受講生が、社会安全政策に係る基礎知識及び調査法
を身につけ、論理的思考力が出来るようになること。
（２）受講生が、マスコミ等で報道されている事件等について
社会安全政策の観点から考察できるなど、社会の実態を広
い視野から理解することができるようになること。
（３）受講生が、現代における社会安全政策に係る諸問題に
ついて認識し、安全・安心な社会の実現に向けて主体的に
取り組むための基礎を身につけるできるようになること。

● ● ● ◎

LAD
-316

社会安全政策演習Ⅱ
演
習

★
2

3 ○
社会安全政策の現場
の理解

この授業は、社会安全政策に係る実務の現場を知ることを
目的として、刑事施設、保護観察所(就業支援センター)、消
防指令センター、警察本部、自衛隊基地を訪問することを
内容としたものである。この授業は1日5コマの3日間で実施
される。

（１）受講生が、社会安全政策の現場の状況係る基礎知識
を身につけ、論理的思考力が出来るようになること。
（２）受講生が、マスコミ等で報道されている事件等について
社会安全政策の観点から考察できるなど、社会の実態を広
い視野から理解することができるようになること。
（３）受講生が、社会安全政策の現場が抱えている問題につ
いて、どのように改善していくべきか自分自身で考察するな
ど、安全・安心な社会の実現に向けて主体的に取り組むこと
ができるようになること。

● ● ● ◎

LAD
-317

社会安全政策演習Ⅲ
演
習

★
2

3 ○
社会安全政策の実践
のための考察と提言

この授業は、社会安全政策演習Ⅰ及びⅡを受講した上で、
どのようにすればより効果的な社会安全政策を実現できる
かについて受講生自らが考察・提言することに重点を置くも
のであり、より応用的な授業展開となるものである。具体的に
は社会安全政策Ⅰと同様に、受講生全体を3グループに分
け、教員3名による5回ずつのオムニバス形式による授業を
実施する。

（１）受講生が、効果的な社会安全政策実現のための方策
についてエビデンスに基づいて考察し、論理的思考力が出
来るようになること。
（２）受講生が、マスコミ等で報道されている事件等について
社会安全政策の観点から考察できるなど、社会の実態を広
い視野から理解することができるようになること。
（３）受講生が、自らが効果的と考える社会安全政策の実現
のための方策について、エビデンスに基づき提言するなど、
安心・安全な社会の実現に向けて主体的に取組み、併せて
多面的総合的に判断することができるようになること。

● ● ● ◎

LAD
-181

経済学原論
講
義

2 1 ○

経済学は、私たちが暮らす社会の動きや仕組みを明らかに
しようとする学問です。例えば、「先月の全国消費者物価上
昇率は0.5%でした。」というようなニュースが流れます。消費
者物価とは何でしょうか。消費者物価が上がると私たちの生
活にどのような影響を与え、私たちはどのような行動をとるの
でしょうか。こういったことを経済学というツールを利用してよ
り深く考察することができるようになります。本講義では、実
社会を見る視点・知識を養うために知っておくべき基礎的な
知識と手法（ミクロ経済学とマクロ経済学）を学びます。

（１）最新の政府統計等のデータを見て、現在の社会情勢や
変化について捉え、経済学の観点から現実の社会的事象
を論じることができるようになること。
（２）経済理論と政府統計等のデータを応用し、政策の立
案・提言ができるようになること。

● ●

LAD
-182

哲学概論
講
義

2 1 ○

ヨーロッパと東洋（中国）の古今の哲学・思想について概説
する。自分たちが常識だと思っていることを疑ってみることに
よって、現在の我々のものの見方、考え方の根底に哲学が
あることに気づいてもらうことからはじめる。そして、現代の考
え方が、どのように発展・展開してきたのか、ヨーロッパの哲
学と中国を中心とした東洋思想を軸として講義をし、哲学に
ついての知識を深め、現代の哲学について考察していく。

（１）東洋と西洋の哲学・思想の概要を説明できる。学問およ
び社会の根底には哲学があることを認識できる。
（２）授業を成立させるための要件（学習課題、板書、発問
等）を理解し、基礎的な技能をもって指導することができる。
（３）教科等に関する専門的知識を有し、教材の内容を分
析・解釈し、適切な授業準備をすることができる。 ● ● ○

LAD
-183

倫理学概論
講
義

2 1 ○

現在、国際化が進んでいるが、自分や自分をとりまく日本人
の行動様式や倫理観を知ることも忘れてはならない。それら
は、日本の歴史の中で、日本古来の思想、仏教思想、儒教
思想、アメリカの民主主義など、多くの思想の影響を受けて
形成されてきたと考えられる。本講義では、まずは日本人の
倫理思想を形成してきた儒教思想および仏教思想を検討
し、さらにキリスト教を基本とする西洋の倫理思想を考察す
ることによって、現代日本の倫理思想についての考えを深
め、現代社会に生きる人間として不可欠な素養を身に付け
ることにする。

（１）現代日本人の倫理観を形成している様々な倫理思想を
知り、自分や他人の行動を客観的に考えることができるよう
になる。
（２）授業を成立させるための要件（学習課題、板書、発問
等）を理解し、基礎的な技能をもって指導することができる。
（３）教科等に関する専門的知識を有し、教材の内容を分
析・解釈し、適切な授業準備をすることができる。 ● ● ○

THS
-201

ゼミナールⅠ
演
習

2 2 ○

ゼミナールⅠは、法律行政学科のカリキュラムポリシーに基
づいて展開してきたそれまでの学修を踏まえ、自身の問題
関心領域を見極め認識していくための学修として位置づけ
られる。そのためのグループワークや専門分野の著作を
サーベイする取組を取り入れる。

（１）「学びの技法I」「学びの技法II」や「基礎ゼミナール」など
で培った基本的なアカデミックスキルの実践ができる。［行
動］
（２）グループワークやディスカッション等、他者とのコミュニ
ケーションを通じて、他者と協調・協働して学ぶことや、グ
ループに貢献することの重要性が理解できる。［知識］
（３）ゼミで扱う専攻領域についての理解を深め、自分の言
葉で概説できる。［知識］

● ○ ○ ○

THS
-202

ゼミナールⅡ
演
習

2 3 ○

ゼミナールⅡは、法律行政学科のカリキュラムポリシーに基
づいて展開してきたそれまでの学修及びゼミナールⅠの学
修を踏まえ、自身の問題関心領域をさらに探求し、他のゼミ
生のそれとの比較等を行い、今後の自身の研究のあり方を
論理的・合理的に説明する機会を取り入れる。

（１）「ゼミナールⅠ」に引き続き基本的なアカデミックスキル
の実践が維持でき［行動］、さらに、専門領域によって慣行
が異なることが理解できる［知識］。
（２）グループワークやディスカッション等、他者とのコミュニ
ケーションを通じて、グループの活動に貢献することができ
る。［行動］
（３）社会の出来事（法律、行政、政治、経済などの動向）に
ついて、ゼミで扱う専門領域の視座を踏まえ自分なりの問題
意識を持ち、その上で、課題発見ができる。［行動］

● ◎ ◎ ◎

THS
-301

卒業論文Ⅰ
演
習

2 3 ○

卒業論文Ⅰは、ゼミナールⅠⅡを通じて展開してきたこれま
での学修を踏まえて、自分の問題関心に関する社会状況、
制度的な背景を理解して、それらの中で自分がどのような
事柄を打ち出せるのかをまとめる作業に入っていく。

（１）卒業論文作成にむけて必要な基本的なことが理解でき
る。［知識・態度］
（２）卒業論文作成にむけて必要な文章の生成ができる。
［行動］
（３）プレゼンテーションなどの発信やグループワークなどの
協働作業の機会において、自己の意見を他学生にわかりや
すく発信することができるとともに、他学生や教員とのディス
カッションにおいて、他者の意見を傾聴し理解することがで
きる。［行動］

◎ ◎ ◎ ●

THS
-302

卒業論文Ⅱ
演
習

2 4 ○

卒業論文Ⅱは、卒業論文Ⅰで深めた自分の問題関心領域
に関する知見をまとめるとともにそれがどのような社会的・学
術的な意義を有するのかを理解する作業を行う。

（１）卒業論文作成にむけて必要な基本的なことが理解でき
る。［知識・態度］
（２）卒業論文作成にむけて必要な文章の生成ができる。
［行動］
（３）プレゼンテーションなどの発信やグループワークなどの
協働作業の機会において、自己の意見を他学生にわかりや
すく発信することができるとともに、他学生や教員とのディス
カッションにおいて、他者の意見を傾聴し理解することがで
きる。［行動］

○ ◎ ◎ ●

THS
-303

卒業論文Ⅲ
演
習

2 4 ○

卒業論文Ⅲは、卒業論文ⅠⅡで取り組んだ、自身のテーマ
の考察、調査等を体系的にまとめる作業を行う。それを踏ま
えて、学びの集大成としての卒業論文の完成を目的とする。

（１）学部学科の学びを反映する成果物としての卒業論文が
作成できる。
（２）計画的に卒業論文に取り組むことができる。

○ ◎ ◎ ●

【2020年度以前適用カリキュラム】　常磐大学　総合政策学部　法律行政学科　履修系統図（表形式）【ディプロマ・ポリシーと各授業科目の対応関係について】

LAD
-235

経済法
講
義

2 2 ○

本講義においては、社会人として必要とされる経済法（独占
禁止法、下請法）に関する知識を学ぶ。履修生はGoogle
Classroomにて毎回出される課題に取組み、期限までに提
出することで出席とする。学生への連絡はGoogle
Classroomにおいて行い、質問や相談への対応はメールの
やり取りにて行う。

（１）本講義においては経済法の基礎的な概要と、その背後
にある経済活動における独占と競争の原理について学ぶこ
とにより、企業社会の実態を広い視野から理解できるように
なり、また法的思考能力（リーガルマインド）を備えることがで
きるようになる。

◎ ○ ○ ●

LAD
-223

地方自治法
講
義

2 2 ○

地域社会や自治体の
問題を制度的側面から
理論的に考えてみよ
う！

地方自治制度の基本概念を説明するとともに，受講生の関
心の所在も考慮しながら，地方自治の時事問題についても
数多く解説していく。
講義の冒頭にその週で起きた地方自治・行政関係のトピッ
クスを説明し、それに引き続く講義では、基本的な論点を説
明した後に、受講生に意見を述べてもらったり、グループで
の検討・レポートの発表会などを取り入れた受講生参加型
の形で進行していく。

（１）我が国の行政の枢要な主体である自治体と市民生活の
基盤をなす地方自治の法制度とその機能の実態の理解を
深めたうえで、問題点を把握し、理想とする姿を探求する視
点を養うことをねらいとする。
（２）地方自治の現場で何が起きていて、その法律問題はど
のように描写・解決できるのかという実践的な観点から考察
し，地方自治に関して自らの考えで多角的な議論や提案が
できるようになることを目指すものとする。

● ◎ ○ ●
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サブタイトル／テーマ
授業科目の主題

 （授業科目の中心となる題目・問題・ テーマ等）
学生の学修目標

（到達目標）

1.法律・行政に関
する基礎的知識
を身につけ、社会
の実態を広い視
野から理解するこ
とができる。（知
識・理解）

2.法制度と行政を
めぐる様々な現代
的問題につい
て、論理的思考
に基き、適切な対
応を提案すること
ができる。（思考・
判断）

3.安心・安全な社
会の実現に向け
て主体的に取り
組む姿勢と、多面
的総合的に判断
する公平性を身
につけている。
（態度）

4.社会に貢献す
るための、法的思
考能力（リーガル
マインド）と政策
立案能力を備え
ている。（技能）

＜SDGsの17のゴールとの関連＞
概論：SDGｓの概念や考え方を学ぶ
①：貧困をなくそう
②：飢餓をゼロに
③：すべての人に健康と福祉を
④：質の高い教育をみんなに
⑤：ジェンダー平等を実現しよう
⑥：安全な水とトイレを世界中に
⑦：エネルギーをみんなにそしてクリーンに
⑧：働きがいも経済成長も
⑨：産業と技術革新の基盤をつくろう
⑩：人や国の不平等をなくそう
⑪：住み続けられるまちづくりを
⑫：つくる責任つかう責任
⑬：気候変動に具体的な対策を
⑭：海の豊かさを守ろう
⑮：陸の豊かさも守ろう
⑯：平和と公正をすべての人に
⑰：パートナーシップで目標を達成しよう

常磐大学　総合政策学部　法律行政学科　履修系統図（表形式）【ディプロマ・ポリシーと各授業科目の対応関係について】
学修の到達目標とディプロマ・ポリシーの関連（学修成果の
ために、●=特に強く求められる事項、◎=強く求められる事
項、○=望ましい事項）

授

業

科

目

の

区

分

LAD
-226

環境法
講
義

2 2 ○

自治体と公務員、そし
て政策テーマとしての
環境法、まちづくり、条
例論を学ぶ

この講義では、特に地方自治、自治体、自治体職員に焦点
を当てて、法制度や法務運用がどのような局面で行われて
いるのかを学ぶ。テーマとしては特に政策的な法務として重
要な側面を持つ「環境法」「まちづくり」「条例論」の運用の観
点からのものをメインとする。
また、自治体職員がどのように法務実務を行っているのか、
そのための制度的環境はどのようになっているのかといった
公務員制度的な側面も学ぶこととする。
講義の冒頭でその週で起きた行政関係のトピックスを説明
し、それに引き続く講義では、基本的な論点を説明した後
に、受講生に意見を述べてもらったり、全員での課題の議
論、検討、レポートの発表会などを取り入れた受講生参加
型の形で進行します。公務員試験等にも対応できるような演
習問題の検討も併せて行うものとする。

（１）地方自治制度、公務員制度がどのように形作られてい
るか、そしてそれが現実にどのように運用されているのか
を、自分の考えで整理・発言できるようにする。
（２）地方自治、特に環境問題に関心を持ち、自治体職員な
ど公共の職務がどのように行われているのかに深い理解を
持てるようにする。

◎ ○ ○ ●

LAD
-225

租税法
講
義

2 2 ○

税法の根底にある考え方及び立法趣旨を理解することによ
り、頻繁に改定される税法に対して適切に対応することので
きる能力を養うことを目的とする授業です。この授業では租
税法の概論からスタートし、所得税、法人税、消費税、相続
税、国際課税を中心に学びます。税金という世界から世の
中を見ることにより、実生活の中で、税金の使用方法や徴収
方法について考える良い契機となる授業です。
使用する教材は、実際の裁判例をベースとして、租税法の
根幹の考え方を展開していくため、実際の税金に対する考
え方と直結するとともに、現時点の問題点も明らかになる点
で、有用な知識を体得することを目標とします。

（１）授業で学んだことを実生活に役立て、税法改正によっ
て国がどのような方向を目指しているのか、また、自分自身
や家族への影響はどのようなものになるのかを適切に見極
めることができるようになることを目的とします。
（２）租税法を学修し、税に関する現状と問題点を理解する
ことで、日本が目指すべき方向性を税の観点から説明する
ことができるようになることを目的とします。
（３）相続税に関しては、今後の人生において直面する問題
ですので、現行制度の正しい知識をインプットするとともに、
問題点を把握することにより、問題解決を行うことのできる知
識の修得を目標とします。

● ● ◎

LAD
-312

法学演習Ⅰ
演
習

★
2

3 ○

卒業要件に含まれる選択必修の演習科目である。教養・知
識の獲得、問題解決能力、法的・論理的思考力に関連する
演習科目として、法律・行政分野における応用力を獲得す
ることが重要である。

（１）1・2年次の諸科目における学修内容と、「法律・行政」へ
の理解とを結びつけることを目標とする。
（２）法律・行政に関する様々な現代的問題について、論理
的思考に基く適切な対応を提案できることを目標とし、法学
演習Ⅱ（インターン）への準備を完了する。

● ● ●

LAD
-313

法学演習Ⅱ
演
習

★
2

3 ○
法と論理を身につけ実
社会で活躍するイメー
ジを描こう

卒業要件に含まれる選択必修の演習科目である。教養・知
識の獲得、問題解決能力、法的・論理的思考力に関連する
演習科目として、法律・行政分野における応用力を獲得す
ることが重要である。
法学演習Ⅰで学んだ知識・理解を踏まえて、自治体や民間
企業にインターンシップにより実地に学び、そこから得た考
え方・知見をプレゼンの形で報告する授業である。新型コロ
ナによる影響を踏まえてインターンシップが困難な状況にな
る場合は、地域社会の問題について調査研究しその課題
や今後のあり方を考察した結果をプレゼンの形で報告する
ものに代えて行う場合もある。

（１）　「法学演習Ⅰ」などでの学修内容を、インターンにおい
て有効に応用することができる。
（２）特に、現実に起きている課題を十分に認識して、論理
的思考・法的思考を機能させて、政策立案・課題解決の道
筋を示すことができるようにする。

● ● ●

LAD
-314

法学演習Ⅲ
演
習

★
2

3 ○

卒業要件に含まれる選択必修の演習科目である。教養・知
識の獲得、問題解決能力、法的・論理的思考力に関連する
演習科目として、法律・行政分野における応用力を獲得す
ることが重要である。

（１）法学演習Ⅰ・Ⅱでの学修内容と、「法律・行政」への理
解とを結びつけることを目標とする。
（２）法学演習Ⅰ・Ⅱでの学修成果をふまえて、法律・行政に
関する様々な現代的問題について、論理的思考に基く適
切な対応を提案できることを目標とし、「実践のための考察・
提言」に昇華する。

● ● ●

LAD
-271

社会安全政策
講
義

2 2 ○

「犯罪や日常生活に潜む様々な危険から身を護るには、ど
うすれば良いか」ということは、現在、私たちの大きな関心事
となってきている。また、「リスク社会」という言葉に象徴され
るように、現代社会では、各自が自己責任のもと、様々な危
険性に対処することが求められるようになってきている。本
講義では、犯罪や日常生活における様々な危険＝リスクに
関わるテーマを取り上げ、それらにどう向き合っていけば良
いのか、考察を行うこととする。また、その中で、安全を確保
する基盤たる地域社会のあり方についても、模索していきた
い。

（１）受講生が、社会安全政策の基礎を身に着け、論理的思
考力が出来るようになること。
（２）受講生が、マスコミ等で報道されている事件等について
社会安全政策の観点から考察できるなど、社会の実態を広
い視野から理解することができるようになること。
（３）受講生が、安心安全な社会の実現に向けて主体的に
取り組むことが出来るようになること。

● ● ● ◎

LAD
-371

消防法
講
義

2 3 ○

本講義では、地域社会の安全・安心を確保する上で必須の
消防力、消防組織、消防関連法令等を学んでいく。消防機
関が行う予防行政について、その制度と果たしている役割
を理解するために、自治体消防現場の責任者の講義、現地
視察等を取り入れるとともに、消防安全等を含めた消防関
係法令を体系的に講義し、将来の消防組織の担い手を目
指す学生や地域の安全体制に関心を寄せる学生がその職
業的な役割や重要性等を十分に理解できるように授業を展
開していく。
なお、本講義は、笠間市、水戸市との地域連携協定に基づ
く講義であり、外部講師による講演、関連施設の視察・見学
を科目の中心に置き、事前事後の課題解決型の講義（アク
ティブ・ラーニング）を通じてより具体的な内容の理解に努め
る。

（１）消防に関する法と制度について理解できる。
（２）自治体消防現場の責任者の講義、現地視察等を通じ
て、消防機関がおこなう予防行政について、その制度と果
たしている役割を理解するとともに消防関係法令等を体系
的に把握することができることを目標とする。

〇 ◎ ●

LAD
-276

危機への対処（リス
クマネジメント）Ⅰ

講
義

2 2 ○

1995年1月に発生した阪神・淡路大震災以降、「危機管理」
という言葉が行政組織のみならず、様々な場面にて用いら
れるようになってきた。この授業では、近年の危機管理にお
ける議論をつうじて、当該分野の基礎的な知識を習得すると
ともに、自らが危機に備えるための知識や技術を身につけ
る。社会安全に関する幅広い技能を習得する。

（１）「危機に対処するための技能の養成」がこの授業のテー
マであり、危機及び危機管理に関する基礎的な知識を身に
つけることができる。
（２）災害シミュレーション等を通じ危機に対応するための能
力を習得することができる。
（３）地域防災に主体的に参画する能力を身につけることが
できる。安心・安全に関する学習への主体的に取り組む。

◎ ● ◎

LAD
-372

危機への対処（リス
クマネジメント）Ⅱ

講
義

2 2 ○

本授業では、危機管理における政治的な側面に注目をし
て、講義を進める。危機への対応においては、様々な関係
者が関与する。そこでは、時に意見対立や見解の相違が発
生し、また政治的な「解釈」をめぐる様々な反応も生じる。そ
のような課題をいかに克服しながら、危機への効率的・効果
的な対応を行うのかについて、考えて行きたい。

（１）危機への対応Ⅰと同様に、「危機に対処するための技
能の養成」がこの授業のテーマであり、危機及び危機管理
に関する基礎的な知識を身につけることができる。
（２）ロールプレイ等を通じ危機に対応するための能力を習
得することができる。
（３）地域防災に主体的に参画する能力を身につけることが
できる。

◎ ● ◎

LAD
-277

災害救援（ボラン
ティア論を含む）

講
義

2 2 ○

東日本大震災をはじめ、災害の多発する国・地域に暮らす
私たちにとって、災害が起こった際の支援、助け合いは、ま
すます重要なものとなってきています。
本講義では、災害についての基礎的な理解を踏まえた上
で、災害時における支援、助け合いのあり方について、様々
な観点から考察し、これから求められる災害救援、ボラン
ティアのあり方について模索して行きたいと思います。

（１）災害、防災、災害救援、ボランティアなどについて理解
することができる。
（２）アクティブラーニングの手法を用い、災害救援、ボラン
ティアに関する具体的なテーマについて考察、提案すること
ができる。 ● ● ● ●

LAD
-172

救急法の理論と実際
演
習

2 1 ○

救急法とは、病気やケガおよび災害等から自分自身を守
り、傷病者を正しく救助し、医師や救急隊員に引き継ぐまで
の応急手当の基本となるものである。本科目では、救急法
に関する基礎的知識を学ぶとともに、心停止・スポーツ障
害・自然災害・事故・病気等のあらゆる場面を想定し、その
対応の基本を学び、対人援助・命の大切さ・助け合い精神
についても概説する。

（１）救急法に関する身体の仕しくみ（人体の構造と機能）の
知識を習得できる。
（２）救急法の基礎的知識を習得できる。
（３）小児、成人における心肺蘇生や外傷の応急処置等に
関する基本手技を身に付けることができる。
（４）救命救急の場面に遭遇した時に自らの役割を認識し、
自主的に活動できる。

● ◎ ● ○
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